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平成 16 年 5 月 14 日 

(６)平成 16年 3 月期  個別財務諸表の概要 
上場会社名 株式会社 岡村製作所      上場取引所 東 大 

コード番号 ７９９４        本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.okamura.co.jp/ ）      神奈川県 

代  表  者  役職名 代表取締役社長  氏名 久松 一良 

問合せ先責任者  役職名 取締役経理部長  氏名 佐藤  潔       TEL(045)319-3445 

決算取締役会開催日  平成 16 年 5 月 14 日  中間配当制度の有無   有 

定時株主総会開催日  平成 16 年 6 月 29 日  単元株制度採用の有無  有（１単元 1,000 株） 

（注）記載金額は百万円未満切捨 

 

１. 16 年 3 月期の業績（平成15 年 4 月 1 日～平成16 年 3 月 31 日） 

（１）経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16 年 3 月期 180,901 10.7 5,699 74.5 6,034 72.2 
15 年 3 月期 163,373 4.6 3,266 △1.2 3,504 14.2 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 3,425  － 30.51   － 6.8 4.0 3.3 
15 年 3 月期 △1,352  － △12.04   － △2.8 2.4 2.1 
（注）①期中平均株式数     16 年 3 月期 112,275,648 株  15 年 3 月期 112,339,079 株 
   ②会計処理の方法の変更  無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（２）配当状況 

 1 株当たり年間配当金 
  中間 期末 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
株主資本 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
16 年 3 月期 7.50 2.50 5.00 841    24.6 1.6 
15 年 3 月期 5.00 2.50 2.50 561    － 1.2 
 
（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％   円 銭 

16 年 3 月期 157,913 54,146 34.3 482.32 
15 年 3 月期 143,910 47,186 32.8 420.23 
（注）①期末発行済み株式数   16 年 3 月期 112,262,272 株    15 年 3 月期 112,287,685 株   
   ②期末自己株式数     16 年 3 月期     129,258 株    15 年 3 月期     103,845 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想（平成16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中間期 90,000 3,400 1,800 3.75 － － 
通 期 189,000 7,900 4,200 － 3.75 7.50 
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 37 円 41 銭 
※上記の予想につきましては、発表日現在の見通しに基づくものであり、今後の不確定な要因により実際の業績が予想
数値と異なる場合があります。 
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（７）個別財務諸表等 

 １．貸借対照表  

（単位：百万円） 
平成１５年３月期 
(第 68 期) 

平成１６年３月期 
(第 69 期) 

        期   別  
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 

 
比較増減 

（ 資 産 の 部 ）  (％)  (％)  

Ⅰ．流 動 資 産      

現 金 お よ び 預 金 １５,４８５  １９,７６８  ４,２８３ 

受 取 手 形 ８,０３９  １０,２８６  ２２４７ 

売 掛 金 ３９,７３７  ４３,２０５  ３４６７ 

有 価 証 券 ２２２  ２２２  ０ 

製 品 ８,４５８  ８,１１４  △３４４ 

仕 掛 品 ５１７  ５１１  △５ 

原 材 料 １,０８５  １,１６９  ８３ 

貯 蔵 品 １００  １０５  ４ 

前 払 費 用 ７６８  ６９０  △７８ 

未 収 入 金 ３９５  ４４２  ４７ 

繰 延 税 金 資 産 ８０９  １,４８２  ６７２ 

そ の 他 の 流 動 資 産 ７８２  ８６５  ８２ 

貸 倒 引 当 金 △３６４  △２８５  ７９ 

流 動 資 産 合 計 ７６,０３８ 52.8 ８６,５７８ 54.8 １０,５３９ 

      

Ⅱ.固 定 資 産      

１．有形固定資産      

建 物 １４,３９１  １３,３４１  △１,０４９ 

構 築 物 ８４０  ８２２  △１８ 

機 械 お よ び 装 置 ５,５３６  ６,２９４  ７５７ 

車 輌 お よ び 運 搬 具 １５５  １６２  ７ 

工 具 器 具 お よ び 備 品 １,７４３  １,８２２  ７９ 

土 地 ２０,７８４  ２０,７８５  １ 

建 設 仮 勘 定 ２２  ５６  ３４ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ４３,４７４ 30.2 ４３,２８５ 27.4 △１８８ 

２．無形固定資産      

特 許 権 ２４  １８  △６ 

ソ フ ト ウ エ ア ８２４  ８６０  ３６ 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 ８５１  ８４１  △９ 

無 形 固 定 資 産 合 計 １,７００ 1.2 １,７２０ 1.1 １９ 

３．投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券 １２,２７０  １７,９１１  ５,６４０ 

関 係 会 社 株 式 ３,０５１  ３,０５１  － 

敷 金 ４,９０６  ４,１７７  △７２９ 

繰 延 税 金 資 産 １,２０２  －  △１,２０２ 

そ の 他 １,７３６  １,３３２  △４０３ 

貸 倒 引 当 金 △４７０  △１４２  ３２７ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ２２,６９６ 15.8 ２６,３２９ 16.7 ３,６３２ 

固 定 資 産 合 計 ６７,８７１ 47.2 ７１,３３５ 45.2 ３,４６３ 

      

資 産 の 部 合 計 １４３,９１０ 100.0 １５７,９１３ 100.0 １４,００３ 
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（単位：百万円） 
平成１５年３月期 
(第 68 期) 

平成１６年３月期 
(第 69 期) 

        期   別  
 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 

 
比較増減 

（ 負 債 の 部 ）  (％)  (％)  

Ⅰ．流 動 負 債      

支 払 手 形 １４,０４３  １５,００５  ９６１ 

買 掛 金 ２７,１２０  ３１,２７８  ４,１５８ 

短 期 借 入 金 １４,１００  １３,１００  △１,０００ 

１年内返済予定長期借入金 １,８００  １,２００  △６００ 

１ 年 内 償 還 予 定 社 債 ３,０００  ９,０００  ６,０００ 

未 払 金 ３６２  ３９９  ３６ 

未 払 法 人 税 等 ４１８  ４,４８３  ４,０６４ 

未 払 消 費 税 等 ２２４  ４９２  ２６７ 

未 払 費 用 １,３２０  １,２５３  △６７ 

前 受 金 ２１４  ３１１  ９７ 

預 り 金 １４７  ９３  △５４ 

賞 与 引 当 金 １,４００  １,９７０  ５７０ 

流 動 負 債 合 計 ６４,１５２ 44.6 ７８,５８８ 49.8 １４,４３５ 

      

Ⅱ.固 定 負 債      

社 債 １４,０００  ５,０００  △９,０００ 

長 期 借 入 金 ６,３４０  ６,０９０  ２５０ 

繰 延 税 金 負 債 －  ７２４  ７２４ 

退 職 給 付 引 当 金 １０,１３９  １１,２３３  １,０９４ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ３９１  ３８０  △１０ 

長 期 預 り 金 １,７０１  １,７４９  ４８ 

固 定 負 債 合 計 ３２,５７１ 22.6 ２５,１７８ 15.9 △７,３９２ 

      

負 債 の 部 合 計 ９６,７２３ 67.2 １０３,７６６ 65.7 ７,０４２ 

（ 資 本 の 部）      

Ⅰ．資  本  金 １８,６７０ 13.0 １８,６７０ 11.8 － 

Ⅱ．資 本 剰 余 金      

１．資本準備金 １６,７５９  １６,７５９  － 

資 本 剰 余 金 合 計 １６,７５９ 11.6 １６,７５９ 10.6 － 

Ⅲ．利 益 剰 余 金      

１．利益準備金 １,８７４  １,８７４  － 

２．任意積立金      

圧 縮 記 帳 積 立 金 ５,６８４  ５,６７３  △１０ 

別 途 積 立 金 ５,９８０  ４,１８０  △１,８００ 

任 意 積 立 金 合 計 １１,６６５  ９,８５４  △１,８１０ 

３．当期未処分利益      

または未処理損失(△) △１,１７１  ３,５０４  ４,６７５ 

利 益 剰 余 金 合 計 １２,３６８ 8.6 １５,２３２ 9.7 ２,８６４ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 △５５９ △0.4 ３,５５０ 2.2 ４,１１０ 

Ⅴ．自 己 株 式 △５２ △0.0 △６６ △0.0 △１４ 

      

資 本 の 部 合 計 ４７,１８６ 32.8 ５４,１４６ 34.3 ６,９６０ 

負債および資本の部合計 １４３,９１０ 100.0 １５７,９１３ 100.0 １４,００３ 
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 ２．損益計算書 
（単位：百万円） 

平成１５年３月期 
自 平成 14年4 月 1 日 

至 平成 15年3月 31日 

平成１６年３月期 
自 平成 15年4 月 1 日 

至 平成 16年3月 31日 

        期  別  
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

 
比較増減 

  (％)  (％)  

Ⅰ．売 上 高 １６３,３７３ 100.0 １８０,９０１ 100.0 １７,５２７ 

Ⅱ．売 上 原 価 １１９,３３７ 73.0 １３１,８９４ 72.9 １２,５５６ 

売 上 総 利 益 ４４,０３５ 27.0 ４９,００７ 27.1 ４,９７１ 

      

Ⅲ．販売費および一般管理費 ４０,７６９ 25.0 ４３,３０７ 23.9 ２,５３８ 

営 業 利 益 ３,２６６ 2.0 ５,６９９ 3.2 ２,４３２ 

      

Ⅳ．営 業 外 収 益 １,１１６ 0.6 １,２０１ 0.6 ８５ 

受取利息および受取配当金 ２２０  ２２２  ２ 

そ の 他 ８９５  ９７９  ８３ 

Ⅴ．営 業 外 費 用 ８７８ 0.5 ８６６ 0.5 △１１ 

支 払 利 息 ６８３  ５４４  △１３９ 

そ の 他 １９４  ３２２  １２７ 

経 常 利 益 ３,５０４ 2.1 ６,０３４ 3.3 ２,５２９ 

      

Ⅵ．特 別 利 益 １７ 0.0 ８２９ 0.5 ８１１ 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １７  ７５２  ７３４ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 －  ７７  ７７ 

Ⅶ．特 別 損 失 ５,３６２ 3.2 ３５３ 0.2 △５,００８ 

固 定 資 産 除 却 損 １０７  １０１  △５ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １,５６５  ２１７  △１,３４８ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３,５８４  １７  △３,５６６ 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １０４  １６  △８７ 

税引前当期純利益 △１,８３９ △1.1 ６,５１０ 3.6 ８,３４９ 

または純損失(△)      

法人税、住民税および事業税 ５３０ 0.3 ４,６５０ 2.6 ４,１２０ 

法 人 税 等 調 整 額 △１,０１７ △0.6 △１,５６５ △0.9 △５４８ 

当期純利益または純損失(△) △１,３５２ △0.8 ３,４２５ 1.9 ４,７７８ 

      

前 期 繰 越 利 益 ４６２  ３５９  △１０３ 

中 間 配 当 額 ２８０  ２８０  ０ 

      

当期未処分利益 △１,１７１  ３,５０４  ４,６７５ 

または未処理損失(△)      
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３．利益処分案 
                          （単位：百万円）      

平成１５年３月期 平成１６年３月期 期   別 
科   目 （第 68 期） （第 69 期） 
Ⅰ．当期未処分利益または 

未処理損失（△） 
△１,１７１ ３,５０４ 

   

Ⅱ．任意積立金取崩額 １,９３８ １２７ 

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 １３８ １２７ 

別 途 積 立 金 取 崩 額 １,８００    － 

   

合        計 ７６７ ３,６３１ 

   

Ⅲ．利益処分額 ４０８ ５６１ 

１．株主配当金 ２８０ ５６１ 

 （１株につき 2円 50 銭） （１株につき 5円） 

２．任意積立金   

圧 縮 記 帳 積 立 金 １２７  － 

別 途 積 立 金 － － 

   

Ⅳ．次期繰越利益 ３５９ ３,０６９ 

   

合        計 ７６７ ３,６３１ 

（注）１．平成 14 年 12 月 10 日に 280,891,002 円（1株につき 2円 50 銭）の中間配当を実施いたしました。 

      平成 15 年 12 月 10 日に 280,686,745 円（1株につき 2円 50 銭）の中間配当を実施いたしました。 

    ２．「圧縮記帳積立金」の取崩は、租税特別措置法の規定に基づくものであり、繰入は法定実効税率の変更にとも

なう修正額であります。 

３．株主配当金は、自己株式（平成 15 年 3 月期 103,845 株 平成 16 年 3 月期 129,258 株）を除いて計算しておりま

す。 

４．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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４．重要な会計方針 
 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券 

   ①子会社株式および関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   ②その他有価証券 

    時価のあるもの 

        期末日の市場価格等に基づく時価法 

        （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

        移動平均法による原価法 
（２）デリバティブ 

   時価法 

（３）たな卸資産 

   移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

   定率法によっております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法によっております。 

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

（２）無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定

額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

   ①一般債権 

    貸倒実績率法によっております。 

   ②貸倒懸念債権および破産更生債権 

    財務内容評価法によっております。 

（２）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、当期に負担すべき金額を引当計上しており、その計 

上基準は支給見込額の当期対応負担額であります。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)による按分額を発生した期より

費用処理しております。数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15 年)による按分額を発生の翌期より費用処理しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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４．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
５．ヘッジ会計の方法 

（１）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。 

 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

● ヘッジ手段……デリバティブ取引（金利スワップ取引） 

● ヘッジ対象……借入金（金利相場の変動により損失発生のリスクがあり、結果としてキャッ

シュ・フローが変動するもの） 

 
（３）ヘッジ方針 
金利関連のデリバティブ取引については、金利変動リスクの回避もしくは金利の軽減という目的
を達成する範囲で行う方針であり、投機目的の取引およびレバレッジ効果の高いデリバティブ取
引は行わない方針であります。 
通貨関連におけるデリバティブ取引については、主として外貨建の取引をヘッジするためのもの
であるため、外貨建資産および負債ならびに取引の成約高の範囲内で行うこととし、投機目的の
ためのデリバティブ取引は行わない方針であります。 
 

（４）ヘッジの有効性評価の方法 
金利スワップ取引については、その想定元本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日等）およ
び契約期間がヘッジ対象と同一であるため、特例処理を採用しております。したがって当該取引
について、有効性評価のための事後テストは実施しておりません。 
 

（５）その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 
ヘッジ対象である社債の発行、多額の借入金等は、取締役会の決議事項でありますので、それに
ともなうヘッジ手段たる通貨スワップや金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会で決定し、
ヘッジ指定することとなります。なお、通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行および管
理は、「社内管理規定」に従い、経理部が行っております。 

 

５．消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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５．注記事項 
 
貸借対照表関係 
 平成 15 年 3 月期 平成 16 年 3 月期 
 （第 68 期）  （第 69 期）  

 
１．子会社に対する短期金銭債権 250 百万円     275 百万円 
子会社に対する短期金銭債務 8,086 百万円 8,617 百万円 

 
２．有形固定資産減価償却累計額 60,871 百万円 62,235 百万円 

 

３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約等により使用している資産としてコンピュータおよびその他の事

務用機器があります。 

 
４．担保に供している資産   
      有形固定資産 16,484 百万円 16,016 百万円 

 

５．商法施行規則第 124 条第 3号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 

        － 百万円 3,550 百万円 

 

 

損益計算書関係 
 平成 15 年 3 月期 平成 16 年 3 月期 
 （第 68 期）  （第 69 期）  
１．子 会 社 に 対 する   
売     上     高 712 百万円 579 百万円 
仕     入     高 40,378 百万円 44,724 百万円 
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 198 百万円 210 百万円 

 

２．販売費および一般管理費の主要な費目および金額 
販 売 費 2,514 百万円 2,631 百万円 
運 送 梱 包 費 8,599 百万円 9,632 百万円 
給 与 手 当 10,501 百万円 10,765 百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 912 百万円 1,289 百万円 
退 職 給 付 費 用 1,624 百万円 2,147 百万円 
減 価 償 却 費 1,346 百万円 1,328 百万円 
賃 借 料 5,657 百万円 5,551 百万円 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 66 百万円 －百万円 

   
３．減 価 償 却 実 施 額 3,504 百万円 3,544 百万円 
   
４．一般管理費および当期総製造費用に
含まれる研究開発費 

686 百万円 723 百万円 
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リース取引関係 
 

所有権移転外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 
 平成15年3月期  平成16年3月期 
 (第 68 期)  (第 69 期) 
取 得 価 額 相 当 額 2,570 百万円   2,255 百万円  
減価償却累計額相当額 1,789 百万円   1,782 百万円  
期 末 残 高 相 当 額 780 百万円   473 百万円  

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内   476 百万円     376 百万円  
１年超 871 百万円   595 百万円  
合 計 1,347 百万円   972 百万円  

 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
支払リース料 580 百万円   539 百万円  
減価償却費相当額 641 百万円   420 百万円  
支払利息相当額 51 百万円   54 百万円  

 

４．減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として定率法により求めた

償却費に１０／９を乗ずる方法によっております。 

 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。 

 

 
有価証券関係 
 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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税効果会計に関する注記 
 

１．繰延税金資産および繰延税金負債発生の主な原因別の内訳 

 平成15年3月期  平成16年3月期 
 （第 68 期）  （第 69 期） 
 (百万円)  (百万円) 

（１）流動の部 
繰延税金資産    
賞与引当金損金算入限度超過額 511  801 
未払事業税否認 32  382 
製品評価損否認 86  117 
未払固定資産税否認 59  53 
未払社会保険料否認 54  74 
その他 65  52 
繰延税金資産 合計 809  1,482 

  

（２）固定の部 

繰延税金負債    
 圧縮記帳積立金 3,894  3,807 
 その他有価証券評価差額金 －  2,436 
繰延税金負債 合計 3,894  6,243 
繰延税金資産との相殺 △3,894  △5,519 
繰延税金負債の純額 －  724 

 
繰延税金資産    
 退職給与引当金損金算入限度超過額 4,177  5,052 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 141  61 
 役員退職慰労引当金否認 159  154 
 その他有価証券評価差額金 384  － 
 その他 234  250 
繰延税金資産 合計 5,095  5,519 
繰延税金負債との相殺 △3,894  △5,519 
繰延税金資産の純額 1,202  － 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 平成15年3月期  平成16年3月期 
 (第 68 期)  (第 69 期) 
法定実効税率   42.0% 
    
 (調整) －   
交際費等永久に損金に算入されない項目   3.1  
受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △0.5  
住民税均等割等   1.3  
試験研究費等の特別税額控除   △1.3  
税率変更による繰延税金資産の減額   1.2  
その他   1.6  
税効果会計適用後の法人税等の負担率   47.4% 

 

(注)平成 15 年 3 月期は税引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。 
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１株当たり情報 
 平成 15 年 3 月期  平成 16 年 3 月期 
 (第 68 期)  (第 69 期) 
１株当たり純資産額 420.23 円   482.32 円  
１株当たり当期純利益または純損失（△） △12.04 円   30.51 円  
      
 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式

がないため、記載しておりませ

ん。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式

がないため、記載しておりませ

ん。 

 当期より「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（平

成 14年 9月 25日 企業会計基

準第２号）および「１株当た

り当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（平成 14 年 9

月 25 日 企業会計基準適用指

針第４号）を適用しておりま

す。この変更による１株当た

り当期純利益（損失）への影

響はありません。 

 

 

 

   １株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
当期純利益または純損失(△) △1,352 百万円   3,452 百万円  
普通株式に係る当期純利益 

または純損失(△) 
△1,352 百万円   3,452 百万円  

期中平均株式数 112,339,079 株   112,275,648 株  

 



 39

（８）役員の異動 

１．新任取締役候補（平成 16 年 6 月 29 日予定）    

取 締 役 

営 業 本 部 関 西 支 社 長 
近藤 男幸 （現 当社営業本部西日本支社長） 

取 締 役 

マーケティング本部長 
岩下 博樹 （現 当社マーケティング本部長） 

 
  

 

２．新任監査役候補（平成 16 年 6 月 29 日予定）    

監 査 役 鈴木 祐一 （現 弁護士） 

（注）新任監査役候補者 鈴木 祐一氏は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律｣第 18 条第 1項に 

定める社外監査役であります。 

 

 

３．退任予定取締役（平成 16 年 6 月 29 日予定）    

取 締 役 関  邦 男 （㈱オカムラサポートアンドサービス取締役就任予定） 

取 締 役 細谷 修一  

   

 

４．昇格予定取締役（平成 16 年 6 月 29 日予定） 

  （現役職） 

室 谷  保 

常務取締役 
商環境事業本部長 
兼第一営業本部長 

取締役 
商環境事業本部長 
兼第一営業本部長 

 

 
  

 


